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地球温暖化対策推進大綱の評価・見直しの進め方（案）

１．現在の地球温暖化対策推進大綱の策定当時の前提

現大綱は、既存の現行対策を実施した場合の将来の排出量と 年の2010
、 。目標達成に必要な排出量との差を埋める形で 追加対策を規定して策定

○ 現在の地球温暖化対策推進大綱（以下「現大綱」という ）が策定さ。

れた 年３月当時の最新（ 年度）の我が国の温室効果ガス排出量2002 1999
は、京都議定書の基準年排出量を約６．９％上回っていた。

経済成長率、人口、世帯数等の各種経済フレームまた、 年までの2010
の伸びに応じて、基準年と比べて温室効果ガスの排出量は大幅に増加す

、 （ 「 」ると見込まれたことから 年の地球温暖化推進大綱 以下 旧大綱1998
2010という ）に掲げられた「 」による削減効果を見込んでも、。 現行対策

年の排出量は基準年を約７％上回る見通しとなった。

そこで、京都議定書の締結に万全を期すため、現大綱においては 「現、

行対策」に加え、＋７％に京都議定書の削減約束である６％を加えた基

準年比１３％分の排出量を削減する「 」を掲げた。追加対策

基準年

総
排
出
量

1999年

+6.9%

2010年

－6%

２００２年時点での

追加対策
13%分 例）

・燃料転換
・京都メカニズム
・吸収源
・国民各界の取組 等

２００２年時点での

現行対策
x %分

例）

・原発
・経団連自主行動計画
・住宅省エネ性能向上

等

経済成長率、人口、世帯数
等の各種経済フレームの

変化による排出増

対策を実現する政策手段を規
定した「施策」
例： 規制、税制、融資、補助

＋７％
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２．地球温暖化対策推進大綱の構成

・大綱は、削減量を規定する「対策（現行対策と追加対策 、及びそれ）」

を実現するための各種政策手段を規定する「施策」という形で構成。

・施策の実施により全ての対策が実現されれば、必要な削減量が確保。

現大綱「国民各界各層の更なる地球温暖化防止活動の推進」より一部抜粋注：

○ 現大綱は、１１の表を主要な構成要素としており、それぞれの表は、

－ 定量的な排出削減見込み量（○万 ）や導入目標量（○万 、○t-CO2 kl
％等）を有する「現行対策」や「追加対策」と、

－ 対策を実現するための各種政策手段としての規制、税制、融資、補助

等を掲げた「 」施策

の３列で構成されている。
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３．地球温暖化対策推進大綱の目標

・大綱は、①エネルギー起源 、②非エネルギー起源 、メタン、CO2 CO2
一酸化二窒素、③革新的技術開発、国民各界各層の更なる地球温暖化

防止活動の推進、④代替フロン等３ガス、⑤吸収源対策という５区分

の削減の目標を掲げている。

・また、エネルギー起源 については、産業、民生、運輸という３つCO2
の部門別に、目安としての目標を掲げている。

(基準年総排出量比 )区 分 目 標 *

CO2 %①エネルギー起源 ± ０

基準年の当該部 基準年の総排出

門別排出量比 → 量比

▲ ％部 産業 ▲７％ 2.8
＋ ３％門 運輸 ％+17

▲ ％民生 ▲２％ 0.4
＋ ％エネ転部門 0.3

CO2 0.5%②非エネルギー起源 、メタン、 ▲

一酸化二窒素

③革新的技術開発、国民各界各層の ▲ ２％

更なる地球温暖化防止活動の推進

④代替フロン等３ガス ＋ ２％（ 、 、 ）HFC PFC SF6
3.9%⑤森林経営による吸収量の確保 ▲

合 計 ▲ ６％

＊注：部門別の目安としての目標は、基準年の当該部門の排出量比

○ ①～⑤の合計は▲ ％であり、 ％（ 万トン）分の削減量が不足4.4 1.6 2000
している。これについては、京都議定書の活用が想定されるが、京都メカ

ニズムは、大綱において、次のように記述されている。

国としての京都議定書上の約束達成義務及び京都メカニズムが国内対策に

対して補足的であるとする原則を踏まえ、国際的動向を考慮しつつ、京都

メカニズムの活用について検討するものとする。
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４．地球温暖化対策推進大綱の評価の流れ

大綱の評価は、①経済社会フレームの伸びに応じた 年の排出量を2010
推計し、②現在の対策・施策の削減効果を評価して、③目標年次に削減

不足量が生ずるかどうかを検討することになる。

経済成長率、人口、世帯数等の各種経済フレー① まず、 年までの2010
に応じた将来の温室効果ガスの排出量（ )を推計する。ム BAU

② また、大綱には８７の対策があり、このうち、定量的な排出削減見

込み量（○万 ）や導入目標量（○万 、○％等）を有する６６t-CO2 kl
の「 」や「 」について、現状までの削減量（導入実現行対策 追加対策

績量）と 年までの削減見込み量の評価を行う。2010
③ さらに 「現行対策」や「追加対策」を具体化するための規制、税、

制、融資、補助等を掲げた約２００の「 」については、ほどんど施策

が定性的なものであることから、その定性的な評価を行う。

④ そして、①～③の結果、大綱の目標を達成するために必要な要削減

量に不足が生じる場合、大綱の見直し作業として、当該不足を補うた

めの追加的な対策・施策の導入の検討を行う。

③施策（２００）

定量的な
目標のある
対策
（６６）

定性的な
対策
（２１）

定性的な
施策

（１９７）

定量的な
目標のある施策
（３）

①～③

の評価

②対策（８７）

①
大
綱
の
対
策
に
よ
る
必
要
削
減
量

６％削減に対して不
足が生じない場合

大綱の対策・施策
を引き続き着実に

推進

６％削減に対して
不足が生じる場合

追加的対策・施策
の導入

大綱の見直し
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５．不足があった場合の地球温暖化対策推進大綱の見直しの流れ

大綱の評価の結果、削減不足量が存在する場合には、その不足量に応

じた追加的な対策・施策の導入が必要となる。

（対策の選定） （施策の選定）

削減不足量 → ①現行対策の実施量の拡大 ・規制

の確定 （追加削減量） × ・税制誘導

②新規対策メニューの追加 ・財政支援

（追加削減量） ・公共事業

・普及啓発 等

↑

・対策導入の容易さ

・費用効果の高さ

・対策の確実性、即効性 等

○ 削減不足量が存在する場合は、不足量をカバーする追加的な削減量を

確保するために、追加的対策・施策の検討が必要となる。

○ 追加的削減量を確保するためには、①現行対策の実施量の拡大、②現

行対策メニューに存在しない新たな対策の追加等が必要となり、対策の

実現手段である「施策」についても併せて追加することが必要となる。

○ また、これらの対策・施策については、費用効果の高さ、対策の確実

性等を考慮して、追加削減量を確保する観点から選定する必要がある。

６％達成に対して不足がある場合
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６．現時点における目標の達成状況（その１）

最新の 年度の排出量データに基づき、現在の大綱の区分別の達成2001
状況をみると、エネルギー起源 の排出量を中心に、大幅な削減が必CO2
要な状況にある

「革新的技術開発、国民各界各層の更なる温暖化防止活動の推進」分の排出量＊

は、エネルギー起源 排出量等の他の区分から分離することは困難。CO2

○ 目標は基準年総量（およそ 億 万トン）に対する増減で示されて12 5000
いる。なお、この基準年総量の計算については、毎年精度向上を図ってお

り、今後変更される可能性がある。

○ 「革新的技術開発、国民各界各層の更なる温暖化防止活動の推進」分の

排出量は、エネルギー起源 排出量等の他の区分から分離することは困CO2
難である。

1160▲6%1299+5.2%

（20）（▲20）（▲1.6%）００⑥京都メカニズムの活用の検討

評価中▲48▲3.9%評価中評価中⑤吸収源対策

▲３７73＋2%36▲1.5%④代替フロン等３ガス

（ＨＦＣ、ＰＦＣ、ＳＦ６）

２５▲25▲2%＊注＊注③革新的技術開発、国民各界

各層の更なる地球温暖化防

止活動の推進

▲１132▲0.5%131▲0.6%②非エネルギー起源CO2、
メタン、N2O

911048±0%1139+7.3%①エネルギー起源CO2

２００１年度排出
量と目標量の差

（百万トンＣＯ２）

目標量

（百万トンＣＯ２）

大綱の目標

（基準年総排出
量比）

２００１年度

排出量

(百万トンＣＯ２）

2001年度
排出量（基準年

総排出量比）

区分

1160▲6%1299+5.2%

（20）（▲20）（▲1.6%）００⑥京都メカニズムの活用の検討

評価中▲48▲3.9%評価中評価中⑤吸収源対策

▲３７73＋2%36▲1.5%④代替フロン等３ガス

（ＨＦＣ、ＰＦＣ、ＳＦ６）

２５▲25▲2%＊注＊注③革新的技術開発、国民各界

各層の更なる地球温暖化防

止活動の推進

▲１132▲0.5%131▲0.6%②非エネルギー起源CO2、
メタン、N2O

911048±0%1139+7.3%①エネルギー起源CO2

２００１年度排出
量と目標量の差

（百万トンＣＯ２）

目標量

（百万トンＣＯ２）

大綱の目標

（基準年総排出
量比）

２００１年度

排出量

(百万トンＣＯ２）

2001年度
排出量（基準年

総排出量比）

区分
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７．現時点における目標の達成状況（その２）

最新の 年度の排出量データに基づき、現在の大綱のエネルギー起2001
源ＣＯ の、産業、民生、運輸といった部門別の、目安としての目標の達２

成状況をみると、業務その他部門や家庭部門を中心に、産業部門、運輸

部門についても削減が必要な状況にある

注：エネルギー転換部門の目標は、いわゆる自家消費分（エネルギー転換

や配電で消費される分）に限定されており、電力排出源単位の改善を通

じて、産業、業務、家庭などの各部門の改善に寄与する側面は含まれて

いない。

○ 年度排出量において中小製造業からの排出量の一部が、産業部2001
門から業務その他部門に移行しているが、大綱の目安としての目標は、

大綱策定時の産業部門、民生部門の目標のままとなっている。

（ 84）

（ １２６）

（ １４１）

（ ２５４）

（ ４４３）

１048

(百万トン
ＣＯ２）

大綱の目標

（＋ ５％）

▲ ２％

（大綱の
民生部門
の目標）

＋１７％

▲ ７％

± ０％

基準年の部
門別排出量
比

（＋0.29％）

（▲0.23％）

（▲0.21％）

（＋2.96％）

（▲2.82％）

±０％

（基準年

総排出量比）

78

１５４

１８８

２６７

４５２

１１３９

百万トン

ＣＯ２

▲11.3％

＋19.4％

＋30.9％

＋22.8％

▲ 5.1％

＋ 8.6％

基準年の部門
別排出量比

2001年度排出量

▲0.3％

＋2.0％

＋3.6％

＋4.0％

▲1.9%

＋7.3％

基準年

総排出量比

▲ ６うち、エネルギー

転換部門

＋28うち、家庭部門

＋47 うち、業務その他

部門

＋13うち、運輸部門

＋ ９うち、産業部門

＋91エネルギー起源ＣO2

２００１年度
排出量と目
標量の差

（百万トン

ＣＯ２）

部 門

（ 84）

（ １２６）

（ １４１）

（ ２５４）

（ ４４３）

１048

(百万トン
ＣＯ２）

大綱の目標

（＋ ５％）

▲ ２％

（大綱の
民生部門
の目標）

＋１７％

▲ ７％

± ０％

基準年の部
門別排出量
比

（＋0.29％）

（▲0.23％）

（▲0.21％）

（＋2.96％）

（▲2.82％）

±０％

（基準年

総排出量比）

78

１５４

１８８

２６７

４５２

１１３９

百万トン

ＣＯ２

▲11.3％

＋19.4％

＋30.9％

＋22.8％

▲ 5.1％

＋ 8.6％

基準年の部門
別排出量比

2001年度排出量

▲0.3％

＋2.0％

＋3.6％

＋4.0％

▲1.9%

＋7.3％

基準年

総排出量比

▲ ６うち、エネルギー

転換部門

＋28うち、家庭部門

＋47 うち、業務その他

部門

＋13うち、運輸部門

＋ ９うち、産業部門

＋91エネルギー起源ＣO2

２００１年度
排出量と目
標量の差

（百万トン

ＣＯ２）

部 門


